
１１１１　　　　総括総括総括総括

 (1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２６年４月１日現在の普通会計にかかる人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

　 　れており、職員数には、当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて
　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数。

　　　３ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値
　　　　である。

　※　平成２７年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、
　　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

給料減額が平成２６年５月で終了したため、平成２７年４月現在の指数が上昇したもの。
今後は、給与全般の適正化を努めることで水準を見直していく。

別府市の給与・定員管理等について
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　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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（（（（４４４４））））給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況（（（（別府市別府市別府市別府市はははは人事委員会人事委員会人事委員会人事委員会をををを設置設置設置設置していないしていないしていないしていない））））
①月例給

　　　　　　　

②特別給

　　　　　　　

（（（（５５５５））））給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況についてについてについてについて

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引き下及び地域手当等の支給割合の

見直し等に取り組むとされている。

①　給料表の見直し

〔　実施　　未実施　〕

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

　（内容）給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

激変緩和のため、５年間（平成３２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

②　その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当並びに地域手当について、国と同様に見直しを実施。

　（平成２７年４月１日実施）

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 (1) 職員(1) 職員(1) 職員(1) 職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

＊平均年齢は１０進法で表示している。

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

287,197

354,869

56

36

355,622

269,500

357,162

328,318289,141 ―

327,399

373,306

区　　分

別府市

うち清掃業務員

うち給食調理員

大分県

国

類似団体

35.7

338,100

52.2

374,353

2,994

44.6
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― ―

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。
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円

―

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。
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　　　③教育職(高等学校)

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　④教育職（幼・小・中）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) （2) （2) （2) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

＊教育職大学卒は幼稚園教諭の初任給である。
　　高校教諭は、県教委が採用したものを、別府市が選考により採用。この場合の初任給は2019百円である。

―
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146,500
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平均給料月額

470,000
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―
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―

―
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―

国

―
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―
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平 均 年 齢
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区　　　　　分

―

円

中　学　卒

円

円

―

255,800

―

―

38.6

321,300

円

円

201,900

円 142,100

円円

円 ―

146,500高　校　卒

180,800

円

146,500

大分県
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平 均 年 齢

大　学　卒
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―

―
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―
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―
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円
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（3) （3) （3) （3) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　当該階層別職員数が3人以下となる場合は、近似の階層を含めて記載し、近似の階層も該当職員が
　　いない場合には「―」で表示した。

３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（1) （1) （1) （1) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　別府市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

390,700

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

407,900

442,600
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―

　　　　　　　　円

360,100

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

378,700258,300

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円
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　　　　　　　　円

223,900
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　　　　　　　　円

187,700
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301,900

構成比
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一般行政職

　　　　　　　　円

285,000

　　　　　　　　円

14.970

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

１　　級

―

　　　　　　　　人

267,867

405,800

359,840

15

48

　　　　　　　　％

466,300

117 347,700
主任等

　　　　　　　　円

315,800

50

7

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

69

　　　　　　　　人

課長補佐・主幹等

８　　級

266,325

計

10.6

６　　級

７　　級

1.5

大　学　卒

主事・技師等

高　校　卒

消　防　職

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

５　　級

４　　級
20.0

３　　級
　　　　　　　　人

―

大　学　卒

経験年数１５年

322,467222,000

313,785

事務員・技術員等

260,550

教　育　職

231,362

―

技能労務職

高　校　卒

263,208

　　　　　　　　％

10.2

　　　　　　　　人

高　校　卒

区　　　　分

中　学　卒

353,263

―

経験年数１０年 経験年数２０年

137,600

397,278

―

大　学　卒

高　校　卒

319,700

325,150

―

332,275―

　　　　　　　　円

94

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

―

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

244,900

24.9

課長補佐・主幹等

100.0470

係長・主査等

14.7

部長・次長等

次長・課長等

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
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（2) （2) （2) （2) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績へのへのへのへの反映状況反映状況反映状況反映状況
　 昇給は、1月1日に、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行う。この昇給は、当該職員の勤務成

績について監督する地位にある者の証明を得て行わなければならない。この場合において当該証明が得られ
ない職員は昇給しない。

１級, 3.2% １級, 3.4% １級, 6.8%
２級, 10.2% ２級, 10.3%

２級, 12.3%
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７級, 10..6% ７級, 11.0% ７級, 11.1%
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（1) （1) （1) （1) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（２６年度支給割合） （２６年度支給割合） （２６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（２７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～15％ 役職加算 5～20％ 役職加算 5～20％

管理職加算 管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) （2) （2) （2) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

（自己都合には死亡による退職を含む。）

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

別　　　　　府　　　　　市

―

2.60 1.50

1.45

1,434 1,663

大　　　　　分　　　　　県 国

1.50 2.602.60 1.50

0.70

国

49.59

0

0.70

49.59

1.45

国の制度（支給率）

20.445

34.582529.145

２６年度 18

支給実績（２６年度決算）

0

29.145

49.59

２７年度

東京都

東京都

支給対象地域

18

49.5949.59

24,645

18

34.5825

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

41.325

18

2.60

0

0.751.45

別　　　　　　　　　府　　　　　　　　　　市

　 毎年６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する職員に対し、それ以前６ヶ月以内の期間におけるその者の勤
務成績に応じて支給する。

20.445

1.45

0

41.325

0.70

10％

１人当たり平均支給額（２６年度）

9,001

1.50

25.55625

49.59

１人当たり平均支給額（２６年度）

支給率

25.55625
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 (4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

感染症防疫作業従事手当 消防職員等 感染症の防疫等 １日300円

行旅病人の移送 福祉事務所職員 行旅病人移送業務 1件1,500円

行旅死亡・変死人収容業務手当 福祉事務所職員 行旅死亡人等取扱業務 1体3,000円

保健予防・指導従事手当 保健師等 健康指導等業務 1日100円

福祉事務所職員 社会福祉法に基づく業務 1日200円

し尿処理及びじんかい処理作業従事手当 清掃事業従事職員等 し尿処理じんかい業務 1日200円

犬猫等死体処理作業従事手当 清掃事業従事職員 犬猫等死体処理 1件240円

温泉供給施設維持補修業務従事手当 温泉事業従事職員 温泉泉源清掃等 1日100円

消防救急業務従事手当 消防職員 消防業務 1当務150円

救急業務従事手当（救急救命士有資格者） 消防職員 救急救命業務 1当務300円

道路舗装作業従事手当 土木作業員 アスファルト薬剤取扱業務 1日150円

市税等の徴収事務手当 税務職員 市税等徴収業務

 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) （6) （6) （6) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
国の制度 国の制度と
との異同 異なる内容

千円

0 円

（２６年度決算）

円

709,602

円

円

千円交通用具利用者

48,253

50,163

千円持家利用者

管 理 職 手 当
部長等月額69,000円　　　　　課
長等51,000円～62,000円

同

374

左記職員に対する支給単価

円千円

滞納徴収金額の1000分の3
（上限30,000円）

222,004

支給職員１人当たり

28.0

34,972

異

扶 養 手 当

配偶者13,000円　扶養親族１人
につき7,000円
特定期間加算5,500円（満16歳
～満22歳の子1人につき）

異

343

異

通 勤 手 当

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度）

10,142

千円

その他の扶
養親族、特
定期間加算

149,155

0

支給実績（２６年度決算）

支給実績

主な支給対象職員

社会福祉事業従事手当
（現業・査察指導職員）

166,366

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

平均支給年額

交通機関利用者　実費支給（限
度額55,000円）　　　　　　交通
用具利用者　（自家用車等）
4,400～10,900円

住 居 手 当
持家3,600円
借家限度額27,000円

単 身 赴 任 手 当

内容及び支給単価

93,222

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

手　当　名

手当の名称

赴任先の距離に応じ30,000円
～70,000円

168,886

80,132

同

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

支給実績（２５年度決算）

手当の種類（手当数）

（２６年度決算）

支給実績（２６年度決算）

主な支給対象業務

98,126
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分 月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

退職時給料月額×29/100×在職月数 円

（注） １　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

481,000

報
酬

給料月額等

894,000

退
職
手
当

議 員

副 市 長

給
料

期
末
手
当

議 長

議 員

副 議 長

副 市 長

496,000

副 議 長

　　（２６年度支給割合）

市 長

備 考

620,000 338,800

退職時給料月額×42/100×在職月数 18,023,040

670,000

　　（２６年度支給割合）

3.1

3.1

463,000

市 長

副 市 長

551,000議 長

市 長

742,000

10,328,640

504,000

420,100

366,600

760,000

　　（２６年度支給割合）

区 分

876,000

1,063,000

3.1

退職した日から起算し
て１月以内
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（1)（1)（1)（1)部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
（各年４月１日現在）

業務増加及び配置換えに伴う職員増員

欠員不補充

福祉保健部各課職員増員

欠員不補充

欠員不補充

欠員不補充

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

教育長、欠員不補充及び配置換えに伴う職員減

増員配置

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

欠員不補充

業務増

欠員不補充

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

63.75

50.09

1,022

107

0

55

137

水道部門

その他 57

教育部門

農林水産部門

1,038

小　計

合　　計

143

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

68

計

[   　1120        ］

47.12

73.64

141

-1

-3

-14

0

19

衛生部門

議会

155

小　計

消防部門

14

138

58税務部門

15下水道部門

895

土木部門

599

16

98

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

民生部門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

商工部門

総務部門

労働部門

71

-6

885

-1

4

3

141

[   　1120       ］

602

142

158154

85.04

106

0

平成２６年

職 員 数

平成２７年

9 9

143

主な増減理由
対前年
増減数

18

-2

16

-10

0

-2

56

0

96

-16

1

-2

-1

5
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（2)（2)（2)（2)年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

～

(3)職員数(3)職員数(3)職員数(3)職員数のののの推移推移推移推移

（　単位：　人　・　％　）

( -1.3 ％)

( -19.9 ％)

( -1.4 ％)

( -4.8 ％)

( -14.9 ％)

( -6.3 ％)

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

55歳

～

以上

48歳 52歳

128

人 人

0

59歳

人 人 人人

126

-2

74

32歳

～

123

～ ～

39歳35歳

24歳

～ ～

51歳47歳

～

43歳

～

計

28歳 56歳

未満

一般行政

２２年

教育

区　分

20歳 20歳

人

普通会計計

職員数

２３年

35 102

142

139 92

消防

7

公営企業等会計計

人

総合計

610

２４年

595

人人

～

23歳 27歳

人

1,02210987

-69

-8

-35

142

155

44歳40歳36歳 60歳

31歳

人人

152 148

909 -45

-24

２７年
過去５年間

の増減数（率）

602

２５年

594

1,038 1,022

897 895

1,091 1,061

596

176 171

930 908

141

599

142

141161

161

144 142

885

137143

1,0451,067

159

２６年

171

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

構成比

５年前の構成

比

%
（例）

年度
部門別

10



７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況
　(1)　(1)　(1)　(1)　上水道事業上水道事業上水道事業上水道事業
  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２７年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

      ２　平均年齢は１０進法で表示している。

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２６年度支給割合） （２６年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～15％ 役職加算

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

職員給与費比率 25年度の総費用に占

総費用に占める純損益又は実

千円

一人当たり給与費

千円 千円 　　　　　千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

区　　分

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

人

職員数

452,012
26年度

5～15％

1,696

千円 千円

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

70 310,702

別　　　　　　　　　　　府　　　　　　　　　　　市 一 般 行 政 職

一 般 行 政 職

１人当たり平均支給額（２６年度） １人当たり平均支給額（２６年度）

1,434

2.60 1.50

29.145 34.5825 29.145 34.5825

20.445 20.44525.55625 25.55625

49.59 49.59 49.59 49.59

41.325 49.59 41.325 49.59

－ 9,001 24,64525,166

0.751.45

（参考）市町村平均

21.3

める職員給与費比率

一人当たり

1.50

517,229

6,219

％ ％

2.60

6,457

359,600 538,109

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

22,575 118,735

　　　　給与費 　　B/A

452,012

348,021

46.1

15.8

　　　　千円

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

区　　分 総費用

団 体 平 均 44.9

千円　

　質収支

Ａ  

別 府 市

千円　

別　　　　　　　　　　府　　　　　　　　　　　市

事 業 者

26年度
2,865,930 △ 500,095
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ウ　地域手当

なし

エ　特殊勤務手当（２７年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

支給実績（２６年度決算） 115

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 4,760

給水停止業務 １件当たり200円

水道事業の使用料その他収入金の
滞納整理に従事する職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度） 34.3

手当の種類（手当数） ４種類

水質試験業務 日額150円

支 給 実 績 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

滞納整理手当

停水手当 給水停止に従事した職員

―緊急呼出手当
退庁後緊急に勤務を命ぜられた職
員

水道料金等の滞納整理
徴収金額の1,000分の3
日額150円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ５ 年 度 決 算 ） 137

1回1,300円

危険手当 常時水質試験業務に従事する職員

支給実績一般行政職
の制度との異
同

7,149

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ６ 年 度 決 算 ） 103

支 給 実 績 （ ２ ５ 年 度 決 算 ） 10,258

同通勤手当

交通機関利用者　実費支給（限
度額55,000円）
交通用具利用者　（自家用車
等）3,800～10,900円

5,573

3,556

同住居手当

扶養手当

配偶者13,000円　扶養親族
１人につき7,000円　特定期
間加算5,500円（満16歳～
満22歳の子1人につき）

同

一般行政職
の制度と異な
る内容

手　当　名 内容及び支給単価

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前5時ま
での間に勤務することを命
ぜられた職員に対して、そ
の間に勤務した全時間につ
いて支給

同

管理職手当
局長等月額69,000円　次長
等月額62,000円　課長等月
額51,000円～57,000円

同

持家3,600円　借家限度額
27,000円

378,9452,274 千円

228,20710,498 千円

651,6303,910 千円

71,104

103,200千円

（２６年度決算）

支給職員１人当たり
（２６年度決算） 平均支給年額

千円
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